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Geo-Barrier Research Group: Akinobu Miyakoshi 

Phone: 029-861-3684 miyakoshi-a@aist.go.jp

1

CO2

CO2

CO2

Toth
6

Domenico and Palciauskas
7

 Toth
6

1 a d

1

8

1m



0.01

2

A C

30m

A -0.07 0.08 /

150m

0.03 0.08 /

150m 0.03 0.04 /

B C

A B C

C

B

1

9

1

30

4

92 50

600m 300m

0.01

300m 2m

5m

600m

4000m

9

5
3 a c

500m

10



9

-50

-150 15.2 16.9

-50 16.4

16.9 -100 16.9 18.4 -150m

18.3 20.1

-50 15.8 16.1

-100 17.0 17.3 -150m 17.9 18.4

-50 -150m

3
5

4

0.03 /m

0.02 /

0.02 0.03 /



-100 -300m

1

3

10 11

RITE

1)

26 4 pp.193-197 1984

2)

60 pp.725-738 1987

3)

50 10

pp.635-659 1999

4) J.R.Dim Y.Sakura H.Fukami and 

A.Miyakoshi Spatialcharacteristics of 

groundwater temperature in the Ishikari Lowland, 

Hokkaido, northern Japan: analytical and 

numerical applications Hydrogeology Journal

10 pp.296-306 2002 

5)

33 3 pp.137-148

2003

6) Toth, J. A theoretical analysis of groundwater 

flow in small drainage basins Journal of 

Geophysical Research 68 pp.4798-4812 1963

7) Domenico, P.A. and V.V. Palciauskas Theoretical 

analysis of forced convective heat transfer in 

regional groundwater flow Geological Society of 

America Bulletin 84 pp.3803-3814 1973 

8)

27 2 pp.163-172 2005 

9)

63 pp.1-19 2002 

10) 

1 3,000,000 1999

522 32-36 1998





1)

2)

3)

4)



 

第４部：グループおよび個人の研究

地圏環境評価研究グループの紹介
Introduction of the Geo-analysis Research Group 

地圏環境評価研究グループ長： 駒井 武 
Leader, Geo-analysis Research Group: Takeshi Komai 

Phone: 029-861-8294, e-mail: koma@ni.aist.go.jp
 
１．グループの研究目的 
 近年、土壌・地下水汚染問題が顕在化し、特に
市街地や産業用地においては深刻な状況となって
いる。平成 15年には、土壌汚染対策法が施行され、
事業所や工場などにおける地圏環境リスク管理が
急務の課題となっている。また、鉱山・温泉地帯
や海域に接する地域では、有害化学物質の存在量
が多く、自然的な起源による地質汚染の問題も発
生している。これらに対処するためには、汚染物
質の種類、存在量、形態に関する科学的な解明を
基礎にして、人への健康影響や生態系への環境影
響を定量的に評価することが重要である。また、
土壌・地下水の汚染評価およびリスク管理を実施
するため、地圏環境の調査・評価・管理に関する
方法論の確立と実汚染サイトへの適用が不可欠で
ある。このほか、地質・土壌環境における様々な
情報整備やデータベースの構築は、安全かつ豊か
な国民生活のために必須である。さらに、地圏と
大気の境界における音響環境の保全や騒音の防止
などの研究開発は急務の課題である。 
 当研究グループでは、土壌・地下水環境におけ
る汚染評価、環境影響評価および対策技術に関わ
る理学的、工学的な研究開発を実施する。また、
これまでの地圏環境における解析・評価技術の研
究を発展させて、重金属や有機塩素化合物等のリ
スク評価・管理手法、環境汚染物質の将来予測に
関するシミュレーション、地層中における水とガ
スの混相流体の解析、多孔質体における流動性・
反応性連成解析手法の開発、天然物等を用いた環
境低負荷の浄化技術の開発、二酸化炭素の地層処
分の解析・評価などの検討を行っている。さらに、
産業活動や人間活動に伴い、音響環境の評価手法
に関する研究開発も重要になっている。そのため、
地理情報システムなどを活用した音響環境の予測
および評価技術の開発に関する研究を行っている。
一方、近年新しいエネルギー資源としてメタンハ
イドレートが注目されている。当研究グループで
はメタンハイドレートを経済的に生産するための
手法開発として、メタンハイドレートを含む地層
の浸透特性を明らかにするとともに、生産挙動を
予測するための生産シミュレータの開発を行う。 
 このような分野の研究を効率的に進めるため、
環境省（国立環境研究所）、都道府県などの自治体、

コンサルタント会社、浄化企業などと共同研究を
行っている。また、海外との国際共同研究として、
米国ロスアラモス国立研究所、韓国科学技術大学
などと密接な協力関係にある。 
 
２．グループの研究資源 
１）グループ員 

駒井 武（リーダー） 
徳永修三 
今泉博之 
高橋保盛 
杉田 創 
竹内美緒 
川辺能成 
原 淳子 
青木一男 *ﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄ研究ﾗﾎﾞ（兼務） 
羽田博憲 *ﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄ研究ﾗﾎﾞ（兼務） 
坂本靖英 *ﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄ研究ﾗﾎﾞ（協力） 
丸茂克美 *地質情報研究部門（協力） 
ﾃｸﾆｶﾙｽﾀｯﾌ 大野孝雄、小川桂子、金城直子、 

杉原麻生、小神野良美
 国際制度来訪者Mohammeed Golam Mahbub Alam,

Mohammad Atiq ur Rahman 
２）研究課題 
運営費交付金「地圏環境評価の研究（地質）」 
運営費交付金「地圏環境評価の研究（ｴﾈﾙｷﾞｰ）」 
運営費交付金「土壌・地質環境リスク評価技術
の開発」（部門重点化予算） 
運営費交付金「地圏海洋における微生物のﾒﾀﾝ
生成・消費ﾌﾟﾛｾｽの解明」（分野別重点課題） 
委託費「メタンハイドレート資源開発生産手法
開発」（経済産業省） 

委託費「都市環境騒音対策の最適選択手法と数
値地図を活用した騒音場の簡易推計技術に関す
る研究」（環境省）  

委託費「地下水汚染の科学的自然減衰(MNA)に
関する研究」（環境省） 

委託費「地圏環境インフォマティックスのシス
テム開発と全国展開」（文部科学省）  

委託研究「固体・ガス状試料の安全性評価シス

テムの開発」（文部科学省）
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３．平成 17年度の研究計画及び進捗状況 
１） 地圏環境評価の研究（地質・エネルギー） 
 地下環境の微生物の生態についての基礎研究を
行うとともに、主要な地質汚染物質であるヒ素に
ついて、濃集メカニズムの解明や、浄化手法の開
発を行う。また、残留性有機塩素化合物に関する
新規浄化手法の開発および自然減衰能評価を行う。
土壌・地下水汚染に関わる知的基盤整備に資する
ため、自然起源および人為起源に関する各種デー
タを取得し、判別方法の技術的指針を作成する。
 汚染土壌・地下水からのフッ素・ホウ素除去法
を確立するために、鉱物等への吸着挙動の解明を
行う。また、重金属等で汚染された土壌について、
土壌へのダメージを最小限にするとともに、有害
物質を効果的に抽出除去する低環境負荷型浄化技
術を開発する。環境影響評価のため風雑音の特性
を解明し、種々の環境要因の変動特性を考慮可能
な騒音伝搬予測及び評価手法の開発を目指す。

２） 土壌・地質環境リスク評価技術の開発
 わが国の地圏環境における環境リスクを評価す
るためのサイトモデル（図１を参照）を完成し、
一般に公表する。また、土壌・地質汚染基本調査
や地化学詳細調査などに基づいて、代表的な地域
における土壌環境評価基本マップの作成に必要な
各種データを取得する。さらに、土壌・地質環境
評価のための詳細モデルのフレームワークを作成
し、必要なパラメータを集積する。

図１ 土壌汚染リスク評価手法の開発

３） 地下水汚染の科学的自然減衰(MNA)の研究
 日本国内数カ所の VOCs（TCE, PCE）による地
下水汚染サイトを調査し、観測データの解析や汚
染物質の挙動予測、微生物による分解速度の評価
などの検討を行っている。MNAの判定を行うた
めの重要な要素として地下水中における微生物の
浄化能の評価手法を検討する。そのため、実サイ
トの地下水をサンプリング調査して、現位置にお
ける微生物活性および有機塩素化合物に対する分
解特性を明らかにする。また、微生物の分解・変
換を考慮に入れた地下水中有害化学物質の挙動を
解析するための手法について検討し、自治体など
が利用可能なMNAプロトコルを開発する。

４） 地圏環境インフォマティックスのシステム構
築と全国展開

地圏環境情報を GIS上に統合化し，地圏環境の
環境リスク評価、土壌・地質の自然汚染と人為汚
染の相互評価などを行い、土壌汚染対策、環境政
策立案の基礎情報、環境リスクの長期管理などが
可能な評価システムを開発する。図２には、情報
整備とシステム開発の概念を示す。今年度は、東
日本における地化学情報および環境調査に基づき、
地圏インフォマティックシステムに必要なデータ
ベースを作成する。

図２ 地圏環境情報の整備とシステム開発
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５） メタンハイドレート資源開発生産手法開発
 ガスハイドレートを含む堆積層におけるメタン
ガスおよび水の浸透率特性を把握するための実験
的検討を行い、生産性評価のための解析手法の開
発に反映させる。また、汎用シミュレータを用い
て、絶対浸透率および相対浸透率の評価モジュー
ルの開発を検討する。
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６）都市環境騒音対策の最適選択手法と数値地図
を活用した騒音場の簡易推計技術に関する研究
個々の騒音低減対策による効果を都市域で広域

的に考慮しながら最適な騒音対策を選択するため
にソフトコンピューティング手法を開発する。併
せて、GIS と数値地図を活用し都市広域の環境騒
音を面的に推計する技術を構築し、騒音対策立案
の支援を目指す。今年度は、主要な騒音源に係る
属性データの抽出および騒音場の簡易推計モデル
構築の基礎検討を行う。
 
４．今後の方針 
 当グループは、グループ員の緊密な連携を図り
ながら、地圏環境評価に関する学術的成果を論文
等で公表するとともに、積極的な対外活動を実施
する。また、本分野のみでなく他の分野に関して
も萌芽的研究から実用化研究まで幅広く研究を実
施する。特に、汚染評価システム、浄化技術、環
境影響評価手法などの研究成果を一般に普及させ、
土壌・地下水汚染や廃棄物処分場、環境アセスメ
ントなどの問題解決に寄与することを目指す。 
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Introduction of the Environmental Technology Research Group 

Leader, the Environmental Technology Research Group: Toshiyuki Tosha 

Phone: 029-861-8735, e-mail: toshi-tosha@aist.go.jp 





0

4

8

12

16

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

Elapsed Time, year

T
h

er
m

al
 O

u
tp

u
t,

 M
W

t Reservoir Condition 1

Reservoir Condition 2

Reservoir Condition 3

0 20 40 60 80 100
0

2

4

6

8

10

12

Weight on Bit (kN)

R
at

e 
o
f 

P
en

et
ra

ti
o
n
 (

cm
/m

in
)

Percussion
Rotary

Sori Granite
4 in. Insert Bit
50 rpm
150 L/min



1









3-4-1  

3

2

(1)

(2)



Exploration Geophysics Research Group 

Leader, Exploration Geophysics Research Group: Toshihiro Uchida 
Phone: 029-861-3840, e-mail: uchida-toshihiro@aist.go.jp 

http://unit.aist.go.jp/georesenv/explogeo/ 
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Introduction of the Organic Geochemistry Research Group

Leader, Organic Geochemistry Research Group: Susumu Sakata 

Phone: 0298-61-3898, e-mail: su-sakata@aist.go.jp
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2004-2005

Activities of the Mineral Resources Research Group during the period from 2004 to 2005

Leader, Mineral Resources Research Group: Yasushi Watanabe 

Phone: 029-861-3811, e-mail: y-watanabe@aist.go.jp
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第２部：

グループおよび個人の研究

断裂分布の多様性の１次元競争成長モデル－数値シミュレーション：
地圏流体の流動・貯留規制因子に関する基礎的検討

Fracture distribution diversity simulated using 1-D competitive growth model: 
A basic study on a controlling factor of geo-fluid flow and reserve. 

地熱資源研究グループ： 茂野 博・佐々木宗建
Geothermal Research Group: Hiroshi Shigeno and Munetake Sasaki 

Phone: 029-861-3701, e-mail: hiroshi-shigeno@aist.go.jp

１．はじめに
岩石は，多様な断裂（fracture）が発達するこ

とによって，その強度が低下するとともに透水性
が増大する．したがって，断裂の特性・分布を把
握・モデル化することは，地圏資源環境分野では
非常に重要である．深部地熱資源では，結晶質岩
中の断裂系分布が流体流動・貯留を規制する場合
が多く，本研究はその検討から派生した．
今回，断裂規模の頻度分布について，非常に簡

易的ではあるが本質的な意味を含むと思われる１
次元の確率的な競争成長モデルに基づいて，一連
の数値シミュレーションにより検討した．今回の
モデルは，断裂間および断裂とその周辺間の相互
作用について直接的には取り扱わない．したがっ
て，その結果が広範囲には適用できない可能性が
あるが，断裂分布の多様性の基礎的理解などに寄
与することが期待される（茂野・佐々木，2005）．

２．モデルと方法
今回のモデルと数値シミュレーションでは，基

本的に伸張性（～弱圧縮性）の応力場で脆性破壊
によって生成する断裂系を主要対象としている．
断裂系の生成過程では，新たな断裂の発生に比較
して既存断裂の端部の成長が生じ易い（大きなも
のほど）という傾向が認められる．今回，これに
基づいて非常に単純化した１次元の確率的な断裂
系の生成モデル（競争成長モデル）を作成した．
その概要は以下の通りである．
１次元連続均質空間を代表する等間隔の点の配

列 Mat_F（配列要素数，N0）を取り，毎回各点に
乱数（R0: 0.0～1.0）を与えて最高値となる１点
に得点（１，断裂の発生・成長に対応）を与え，
これを繰り返す（繰り返し数，M）．得点を持つ点
（i）では，累計得点（Fi）の関数（「競争関
数」）によって乱数値が変化する（Ri）とする．
今回は，Fi とともに単純・急激に Ri が増大する
場合を考え，競争関数を Ri = R0i * FF ^ Fi
（ただし，FF は「競争定数」で～1.0）と設定し
た．特定の M 時点での状態について，各点の累計
得点の配列 Mat_A，有得点点から次の有得点点ま

での隔たりの配列 Mat_Bとして整理する．
上記のモデル実験は，系全体の破壊速度を一定

に設定し，均質岩石中の環境を非常に単純に確率
化して，新規断裂の発生と既存断裂の拡大との競
争が引き起こす現象を，以下の２つをパラメータ
として観察することに相当する．すなわち，M
（時間の経過，エネルギー累積流入量などに相
当）と FF（岩石の「脆性破壊強度」に関連；～
値が大きいほどランダムな初期欠陥－微小亀裂の
分布密度が低く，断裂の発生箇所が限定化され
る）である．Mat_A と Mat_B は，岩石試料（露頭，
コアなど）について断裂の規模（長さ，面積，幅
など）と断裂面に直交する方向の間隔（スペーシ
ング）を計測・整理したデータに対応する．

３．結果
今回の一連の数値シミュレーション実験の結果

として，図１に断裂系生成の経時変化（M 値を漸
次増加させたもの）の例を示す．
一連の実験結果を整理して，図２の４小図に，

FF 値を系統的に変化させた数値シミュレーショ
ン結果（FF = 1.0 ～ 1.1 の８つの場合）の例を，
一定時点で整理して比較した（すべて N0 = 
10,000 で一定）．左側には断裂の規模について，
右側には断裂の間隔について，それぞれ log r - 
log N(r)（大きな方から累計）で表示した．上側
は M = 1,000，下側は M = 10,000 の時点である．

図１ 競争成長シミュレーションによる断裂の空間分布の

経時変化例：断裂規模 r の分布は，分布密度が上昇する

途中でフラクタル性を示す．緑は M = 1 - 300，赤は M = 

300 - 3,000，青は M = 3,000 - 30,000の成長を示す．
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さらに図３では，M・FF の２パラメータ値を横
軸・縦軸とし，断裂規模の分布を類型化分類して
各型の分布領域を表示した．ここでは，小規模な
断裂がランダムに分布する場合を「ポアソン分布
型」，断裂規模の分布に自己相似性が顕著な場合
を「フラクタル分布型」，１本の断裂が卓越する
場合を「単一大規模分布型」と呼ぶ．上記の結果
は，以下のように整理される．
 (1) 断裂規模の分布は，ある程度広い M 値と
FF 値の組み合わせの範囲で「フラクタル性」を
持つ．そのフラクタル次元（D）は，断裂形状を
１次元的（線状～面の幅が狭い面状）に考えれば
～1.0，２次元的（面状，特に同心円状）に考え
れば～2.0となる．
 (2) 断裂の規模は，時間とともに「ポアソン分
布型」→「フラクタル分布型」→「単一大規模分
布型」へと変化する．一連の変化により，「フラ
クタル次元（D）値」は低下する（３型ともに，
log r - log N(r) 図で線状に分布すると見なし
て）．なお，「単一大規模分布型」では，少数の大
規模な断裂を除外（無視・例外視）すれば，「フ
ラクタル分布型」として認識（誤認）されること
に注意する必要がある．
 (3) 同一時点（同一 M 値）で見れば，FF 値が
大きいほど断裂数が少なく，「フラクタル次元
（D）値」は低い傾向にある．したがって，FF 値
が異なる場合を比較すれば，断裂分布密度と「フ
ラクタル次元（D）値」とには，正の相関が認め
られる傾向が指摘される．
 (4) フラクタル分布で一定化する断裂数（NF）
には規則性があり，概略 NF = 1 / (FF - 1)であ
る．また一定化に要する期間（MF）は，概略 MF
= NF * 10 の関係にある（以上，今回の N0 = 
10,000 の場合）．なお，N0 値が異なる場合や極
端な FF 値の場合にはこの関係式は修正を要する．

４．おわりに
近年，岩石破壊室内実験が様々な目的で実施さ

れ，AE 測定などによって微小破壊の発生位置・
規模の経時変化などが解析されるとともに，２次
元変位－応力－破壊モデルなどによって破壊経過
の数値シミュレーションが試みられている．本説
では簡易的・仮想的な数値実験を行ったが，その
結果は上記の実験結果に調和的である．すなわち，
断裂の規模は「ポアソン分布型」→「フラクタル
分布型」→「単一大規模分布型」へと経時変化し，
変化は岩石特性や場の条件に依存する．
今回の手法は，地下流体流動・貯留が関係する

石油・天然ガス資源，地熱（自然熱水系，高温岩
体人工熱水系）資源， CO2 地下貯蔵などの地圏
資源環境分野における断裂系分布の理解や制御へ
の応用が期待される．例えば，佐々木（2004）は
菱刈金鉱床周辺の調査井コアについて，鉱物脈の
厚さと間隔を多数測定して今回の結果に調和的な
結果を報告している． すなわち，鉱物脈の厚さ

図２ 競争成長シミュレーション結果のまとめ(1) ：左側

は断裂規模，右側は断裂間隔を log r - log N(r) で表示

し，上側は M = 1,000，下側は M = 10,000 を表示した．

パラメータは N0 = 10,000，FF = 1.0～1.1 である．

図３ 競争成長シミュレーション結果のまとめ(2) ：パラ

メータ空間 log M - log FF 図上に，類型化分類として

「ポアソン分布型」（白丸），「フラクタル分布型」（灰丸），

「単一大規模分布型」（黒丸）の概略の領域を示した．

（1 mm～5 m）は概略 D = 1 のフラクタル分布を
示し，鉱物脈の分布密度は四万十層群中が第四紀
火山岩類中に比較して明瞭に高い．しかし，本説
の方法はその簡易性ゆえに，注意深い配慮をもっ
て現実の複雑な問題へ適用する必要がある．

文献

佐々木宗建（2004）菱刈ボーリングコアに見られる鉱物脈の
統計的特徴．資源地質学会第 154 回年会講演会要旨集，P-28．

茂野 博・佐々木宗建（2005）「フラクチャー」と「フラクタ
ル」の関係？－１次元競争成長モデル数値シミュレーション
による検討．地質ニュース（印刷中）．
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第２部：

グループおよび個人の研究

ホウ素およびフッ素の土壌吸着に関する研究
Study on Adsorption of Boron and Fluorine on Soils

地圏環境評価研究グループ： 杉田 創
Geo-Analysis Research Group: Hajime Sugita 

Phone: 029-861-8860, e-mail: hajime.sugita@aist.go.jp

１．はじめに
ホウ素およびフッ素による土壌汚染や水質汚染

に対する適切な汚染評価法や効率的な浄化法を開
発するためには, ホウ素およびフッ素と土壌－土
壌間隙水・地下水との相互作用についての知見が
必要不可欠である。本研究では, 恒温振盪器を用
いて土壌吸着試験を行い, ホウ素およびフッ素の
土壌吸着挙動について平衡論的解析を行った。

２．実験方法
土壌試料として黒ボク土, 黄褐色森林土, 鹿沼

土および泥炭を用いた。これらはそれぞれ黒土,

赤玉土, 鹿沼土という商品名で一般に市販されて
いるもので, 泥炭は神奈川県で採取されたものを
用いた。なお, 鹿沼土は鹿沼軽石とも呼ばれてい
る。黒ボク土, 黄褐色森林土, 鹿沼土は室内で十分
に風乾した後粉砕し, 篩で分級した。実験には 1

～2 mmと 0.25 ～0.5 mmの 2つのグループを用い
た。なお, 泥炭については分級を行わず, 塊状のも
のは砕いて用いた。
土壌試料および任意の濃度のホウ酸イオンおよ

びフッ化物イオンを含有している溶液（1, 10, 100 

ppm）をポリエチレン製密閉容器にそれぞれ所定
量封入し, 室温（25±2℃）で振盪器によって約 1

日振盪させた。振盪後, 試料を遠心分離器で固液
分離し, 上澄み液を孔径 0.45μm のメンブレンフ
ィルターでろ過し, そのろ液を上記と同様のポリ
エチレン製密閉容器で保管した。そして, 任意に
希釈して試料中のホウ酸イオンを ICP-AES で, フ
ッ化物イオンをイオンクロマトグラフィーを用い
て濃度を定量した。なお, 振盪約 1 日後の液相中
の残存濃度を吸着平衡濃度としてデータ解析を行
なった。

図１ 土壌試料：
左から黒墨土, 黄褐色森林土, 鹿沼土, 泥炭

３．実験結果
実験結果の一例としてホウ素およびフッ素それ

ぞれについて初期濃度を 100 ppmとして行なった
実験の結果を図 2 に示す。縦軸の CBおよび CFは
それぞれ液相中に残存しているホウ素およびフッ
素濃度, 横軸の WS／WLは土壌／水比である。全体
的な傾向として土壌の単位重量あたりの吸着量の
大きさは下記のようになった。

ホウ素に関して：
黄褐色森林土＞黒ボク土≒鹿沼土＞泥炭

フッ素に関して：
黒ボク土≒黄褐色森林土＞鹿沼土＞泥炭

初期濃度が 1ppmおよび 10ppmについても同様の
傾向であった。また, いずれの土壌試料について
も, フッ素・ホウ素の初期濃度に対するそれらの
吸着量の割合は両者とも初期濃度が低いほど高く
なった。一例として黒ボク土に関する実験結果を
図３に示している。
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図２ 土壌への吸着による液相中のホウ素および
フッ素の減少
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図３ ホウ素およびフッ素の吸着量の割合への
初期濃度の違いによる影響
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４．比表面積および化学成分の影響
粒径 1～2 mmと 0.25～0.5 mmの 2つのグループ

で区分して吸着試験を行なったが, ホウ素・フッ
素ともに粒径の違いによる明確な吸着量の差異は
見られなかった。このことから, 粒径による外表
面積の差に比較して, 内表面積の方がはるかに大
きく, 吸着量の BET比表面積への依存性が予想さ
れた。そこで, 各土壌試料の BET比表面積を窒素
吸着法で測定した（表 1）。しかしながら, BET比
表面積の大きさは, 鹿沼土＞黄褐色森林土＞黒ボ
ク土＞泥炭であることから, BET 比表面積とホウ
素・フッ素吸着量との間にも相関関係は認められ
なかった。

表 1 土壌試料の BET比表面積
土壌試料名 BET比表面積

[m2/g] 

黒墨土 17

黄褐色森林土 135

鹿沼土 210

泥炭 6.7

各土壌試料について蛍光 X線分析によって定量
された化学成分を検討した結果, 土壌へのホウ素
およびフッ素吸着量ともに土壌中のカルシウム,

マグネシウムおよびアルミニウム含有量との間に
特別な相関関係は認められなかった。また, 腐食
物質の含有量を反映していると考えられる全炭素
量との間にも吸着量に関する定量的な相関は見ら
れなかった。したがって, 土壌の化学組成で単純
にホウ素・フッ素の吸着量を推算することは不可
能であることがわかった。

５．吸着等温線
図 4と図５にそれぞれホウ素およびフッ素の吸

着等温線を土壌の種類ごとに示す。いずれの図中
のデータもそれぞれほぼひとつの直線で相関させ
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図４ 土壌へのホウ素の吸着等温線
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図５ 土壌へのフッ素の吸着等温線

られた。これは本実験で得られた吸着データが下
式で表される Freundlich の吸着式に適応すること
を意味している。

ホウ素に関して： WB／WS = CB

フッ素に関して： WF／WS = CF

ここで, WB／WSと WF／WSはそれぞれ土壌単位重
量あたりのホウ素とフッ素の吸着量であり, と
はそれぞれ吸着定数と吸着指数と呼ばれるもので,

本研究で得られた値を表 2に示す。

表２
ホウ素に関する吸着パラメータ

土壌試料名 α β
黒ボク土       4.84 0.788 

黄褐色森林土 11.6 0.789 

鹿沼土 5.38 0.785 

泥炭 1.29 0.847 

フッ素に関する吸着パラメータ
土壌試料名 α β
黒ボク土 311 0.529 

黄褐色森林土 291 0.550 

鹿沼土 122 0.596 

泥炭 56.0 0.572 

６．まとめ
本研究では, ホウ素およびフッ素に関する土壌

吸着試験を行ない, その実験結果を解析すること
によって, ホウ素およびフッ素の土壌吸着挙動が
Freundlich の吸着式で表せることを明らかにした。
そして, データ解析によって得られたホウ素およ
びフッ素に関する土壌吸着パラメータ値を使用す
ることによって, 実際の土壌へのホウ素およびフ
ッ素の吸着量を推算することを可能にした。
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